
〇公立大学法人周南公立大学契約事務に係る取引停止等の取扱要領 

令和４年 10 月 26 日 

理 事 長 決 定 

（目的） 

第１条 この要領は、公立大学法人周南公立大学契約事務取扱規程に定める

もののほか、公立大学法人周南公立大学（以下「法人」という。）におけ

る建設工事を除く物品の購入及び製造、役務その他の契約（以下「物品購

入等契約」という。）に関し、取引停止その他の措置を講ずる必要が生じ

た場合の取扱いについて必要な事項を定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要領において「取引停止」とは、一般競争契約における競争参

加の停止、指名競争契約における指名停止及び随意契約における業者選定

の停止をいう。 

（取引停止の措置） 

第３条 理事長は、法人が発注する物品購入等契約の相手方となる可能性を

有する者（以下「業者」という。）が別表に掲げる措置基準のいずれかに

該当する場合は、情状に応じて別表各号及びこの要領の定めるところによ

り期間を定め、物品購入等契約に係る業者との取引停止を行うものとする。 

（取引停止に係る特例） 

第４条 業者が事案により別表各号の措置要件の二項目以上に該当した場

合は、当該措置要件ごとに規定する期間の短期及び長期の最も長いものを

もって、それぞれ取引停止期間の短期及び長期とする。 

２ 業者が取引停止の期間中又は当該期間の終了後３年を経過するまでの

間に、別表各号の措置要件に該当することとなった場合における取引停止

の期間の短期及び長期は、当該各号に定める２倍の期間とする。 

３ 前項のうち、取引停止の期間中に措置要件に該当することとなった場合

の取引停止の始期は、当初の取引停止期間終了日の翌日とする。 

４ 理事長は、他機関において取引停止の措置を行った旨の通知を受けた場

合、別表各号の措置要件ごとに規定する最も短い期間をもって当該業者の

取引停止期間とする。 



５ 理事長は、取引停止の期間中の業者が当該事案について責を負わないこ

とが明らかとなった場合は、当該業者について取引停止を解除するものと

する。 

６ 理事長は、取引停止の期間中の業者であっても、当該業者からでなけれ

ば給付を受けることができない等の特別の事情があると認められる場合

は、当該給付に限り取引の相手方とすることができるものとする。 

（指名等の取消） 

第５条 理事長は、取引停止された業者について、現に、競争入札の指名を

行い、又は見積書の提出を依頼している場合は、当該指名等を取消すもの

とする。 

２ 理事長は、すでに入札書又は見積書（以下「入札書等」という。）が提

出され開札等に至っていない場合は、入札書等の受理を取消すものとする。  

（取引停止措置等の通知） 

第６条 理事長は、第３条による取引停止、第４条による取引停止の解除及

び第５条による指名等の取消しをしたときは、当該業者に対し通知するも

のとする。 

２ 前項にかかわらず、当該業者が取引停止の開始日から起算して過去１年

以内に法人との契約実績がない場合は、当該業者に対する通知は行わない

ものとする。 

３ 理事長は、前項以外の場合においても、第１項に定める通知を行う必要

がないと認める相当な理由がある場合、通知を省略することができる。 

（取引停止措置等の公表） 

第７条 理事長は、第３条による取引停止、第４条による取引停止の解除及

び第５条による指名等の取消しをしたときは、法人のホームページ上で公

表するものとする。 

（取引停止期間中の下請等） 

第８条 理事長は、取引停止の期間中の業者が法人の契約に係る製造等の全

部又は一部を下請することを認めないものとする。ただし、当該業者が取

引停止の期間の開始前に下請している場合は、この限りではない。  

（取引停止措置等の解除） 



第９条 理事長は、取引停止の措置を受けた業者が取引停止期間の終了後、

取引停止となった事由における改善策を提出し、これを認めた場合は取引

停止措置等を解除する。 

２ 前項における改善策が提出されない場合は、取引停止期間に関わらず、

取引停止措置等の解除を行わない。 

（警告又は注意の喚起） 

第 10 条 理事長は、取引停止を行わない場合において必要があると認める

ときは、当該業者に対し、書面又は口頭で警告又は注意の喚起を行うこと

ができるものとする。 

（その他） 

第 11 条 この要領に定めるもののほか、取引停止に関し必要な事項は、理

事長が決定する。 

   附 則 

 この要領は、令和４年 10 月 26 日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表 

取引停止の措置基準 

区   分 措 置 要 件 取引停止期間 

(１)過失による粗

雑な契約履行  

法人発注の物品購入等契約の履行に

あたり、過失により履行を粗雑にし

たと認められるとき  

当該認定をした日から  

１か月以上６か月以内  

(２)契約違反  (１)に掲げる場合のほか、法人発注

の物品購入等契約の履行にあたり、

契約等に違反し、購入の相手方とし

て不適切であると認められるとき  

当該認定をした日から  

１か月以上６か月以内  

(３)談合等  法人が発注する物品購入等契約にお

いて、公正な競争の執行を妨げたと

き又は公正な価格の成立を害し若し

くは不正な利益を得るための談合が

発覚したとき  

当該認定をした日から  

１か月以上12か月以内  

(４)不正行為  ①法人に対し架空請求を行ったとき  当該認定をした日から  

３か月以上24か月以内  

②納品の事実を偽ったとき  当該認定をした日から  

３か月以上24か月以内  

③提出書類に意図的な虚偽があった

とき  

当該認定をした日から  

２か月以上18か月以内  

③落札者が契約を締結すること又は

契約者が契約を履行することを妨げ

たとき  

当該認定をした日から  

２か月以上18か月以内  

④監督又は検査の実施にあたり、そ

の執行を妨げたとき  

当該認定をした日から  

２か月以上18か月以内  

⑤その他法人が不正行為と認めたと

き  

当該認定をした日から 

１か月以上24か月以内 

(５)不誠実行為  ①法人に対して不誠実な行為を働 当該認定をした日から  



き、購入の相手方として不適切であ

ると認められるとき  

１か月以上９か月以内  

②その他法人が不誠実行為と認めた

とき  

当該認定をした日から  

１か月以上９か月以内 

(６)贈賄 次に掲げる者が、法人の役員又は教

職員に対して贈賄を行ったとき  

①代表役員等（代表権を有する役員）  

②一般役員等（役員又は支店、営業

所等を代表する者）  

③取引先の使用人  

当該認定をした日から  

２か月以上12か月以内  

(７)暴力団関係者  ①業者である個人若しくは業者の役

員又は業者の経営に事実上参加して

いる者が、集団的に又は常習的に暴

力的不法行為を行う恐れがある組織

の関係者（以下「暴力団関係者」と

いう。）であると認められたとき  

当該認定をした日から  

24か月を経過し、かつ、

改善されたと認められ

る日まで  

 

②業者である個人又は業者である法

人の役員が、業務に関し不正に財産

上の利益を得、又は債務の履行を強

要するために、暴力団関係者を使用

したと認められるとき  

当該認定をした日から  

12か月を経過し、かつ、

改善されたと認められ

る日まで  

③業者である個人又は業者である法

人の役員が、いかなる名目をもって

するかを問わず、暴力団関係者に対

して、金銭、物品その他の財産上の

利益を不当に与えたと認められると

き  

当該認定をした日から  

12か月を経過し、かつ、

改善されたと認められ

る日まで  

 


